
　

カナダのジャーナリスト，ナオミ・クラインは，戦૪や災がىきたࠞཚに͡て政府・グロ
ーόルۀا・ۜ行・投資Ոの利ݖにつながるルール変更を一ؾにಋ入する新自由主義的手法をシ
ョック・ドクトリン（ࢂ事ศ型資本主義）と名けたɻ

2011年̔月，世ք࠷大のถܥコンサルティング会社アクセンチュア（社員 62ສ４千人，資本
ۚ３ԯ 5,000ສԁ）日本法人が，ඃ災地である福島県会津ए松市に地域創成を͛ܝたイノϕーシ
ョンセンターを設ཱするɻ෮ڵ支ԉの名のもとに「会津地域スマートシティ推進協ٞ会」がཱͪ
上がり，アクセンチュアは市と会津大学に͞ま͟まなアドόイスをఏڙしながら災෮ڵϓロジ
Σクトの主ཁメンόーとしてデジタル化を主ಋしていく存ࡏとなったɻ
スマートシティとはަ通，ビジωス，エωルΪー，オフィス，医療，行政など͞ま͟まな市
機能をデジタル化した町のことを言うɻ会津ए松市では手始めにݸ人の年齢，Ոߏ成に合わせ
てఏ͞ڙれる報が変わるデジタル報サイトや，࠷దな水分やཆ分をܭ算して地に自動څڙ
するスマートアグリ，֎国人๚日٬に向けた言ޠ別のޫ؍サイトや医療データ共有など͞ま͟ま
な報がオンラインでつながれていったɻ2019年４月会津ए松市内に「スマートシティ AiCT」
がཱͪ上がり，アクセンチュア，日本マイクロιフト，フィリッϓス・ジャパン，ۚ༥の TIS
にドイπܥの SAPなど国内֎のۀاが，この町で実ূした͞ま͟まなデジタルサービスを日本
全国にചりࠐんでいくためにू結したɻ国内ではすでに神奈川県藤市や香川県高松市などがス
マートシティの取り組みを始めているɻ2018年̍月「eΨόメントֳ྅会ٞ」が策定͞れ，2019
年に「デジタルファースト法」が成ཱɻ2020年 12月 25日「2020年改定൛デジタル・Ψόメン
ト実行ܭը」がֳܾٞ定しているɻ
デジタル時代に利ӹを生み出すݸ人報を GAFA（グーグル，アッϓル，フΣイスブック，
アマκン）をは͡め世ք中のۀاがૂっている今，セキュリティ意ࣝは大ৎ夫なのであろうかɻ
2020年４月カナダのトロント大学グローόルセキュリティ研ڀ所はオンライン会ٞπール Zoom
での会ٞの҉号化キーが中国北京にあるサーόーを経由していることを発表したɻこの発表をड
けて行政院，アメリカ上院，ドイπۀاは Zoom利༻にܯを໐らしたが，我が国では内
ֳ官報通信技術総合戦ུࣨと内ֳサイόーセキュリティセンターが国会審ٞの࣭問通告や政
策に関する国会ٞ員とのやり取りの Zoom利༻ղېを֤省ிに通知しているମたらくであるɻま
た北京をڌとする中国ۀاの動ը共有アϓリ「TikTok」も֤国のܯռ対になっているɻ
では܉及び治安当ہに༻を͡ې，香ߓ，インドでは全໘的にې༺止しているɻ2021年２
月ถイリノイभでϓライόシー保護法にҧしているとૌえられ，9,200ສドル（ 101ԯԁ）
の和ղۚを払わ͞れた TikTokはҎ下のように規を変更したɻ「あなたのϢーβーコンテンπ
からフΣイスϓリントやボイスϓリントといったアメリカの法の下で定義͞れている生ମࣝ別
報をऩूすることがあります」ɻ
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2021年̑月 12日「デジタルி設ஔ法」「デジタル社会ܗ成ج本法」など合ܭ 63本もの法案を
ଋͶた「デジタル改革関࿈法案」がٞࢀ院本会ٞで可ܾしたɻデジタルிは内ֳの直機関とし
てҐஔづけられ，年間予算 368ԯԁ，ଞ省ிより上Ґでֳܾٞ定を経ないで直֤省ிに勧告
ができるઈ大のݶݖを࣋っているɻデジタルிは行政サービスを一元化しूするというɻ内ֳ
官では総合戦ུ，総務省ではマイナンόーカード，経済産ۀ省では民間のデジタル化，厚生労
働省では健康保険ূをマイナンόーと結びつける，文部科学省ではオンライン教育，ܯிでは
ӡస໔ূڐといった社会インフラをؚめて一元化するܭըというɻ職員規は定員 393人，その
うͪ民間ۀاから 150人をडけ入れるというɻしかし民間ۀاからのडけ入れ人員の待۰は週２
～３回ۈ務，ۈ務時間は月 90時間，༩θロ，昇څなし，社会保険なしのඇ常ۈ待۰で，ͧ͞
かし素晴らしい人ࡐがूまることだろうɻ
　「デジタル・Ψόメント実行ܭը」にԊって֤府省や地方自治ମのόラόラになったデジタル
報を一つにまとめ，「政府共通ϓラットフΥーム」にするために 10月からӡ༻が始まったɻ中
ԝ省ி向け政府ϓラットフΥームのϕンダー（・ൢച元）にબれたのがถܥ IT大手アマ
κンウΣブサービス（AWS）であるɻアマκンは CIA（ถ国中ԝ報ہ），NSA（ถ国国Ո安
全保障ہ）と関が深く，CIAとは̒ԯドル（660Աԁ）のܖを結び，2020年には元 NSAہ
長を取కに迎えてٞをかもしているɻアマκンのようなۀاが日本でデジタルビジωスをす
るࡍにそのۀاがݸ人報などを管理するデータ設උを日本にஔくཁٻは，2020年̍月̍日に
発効した「日ถデジタルқ協定」によってできなくなっているɻGAFAのロビー׆動のࣀ
であるこの協定に日本がॺ名したときに，トランϓ大統ྖ（当時）は「４ஹドル（440ஹԁ）相
当の日本のデジタル市場を開放͞せた」とઈࢍしたɻ
この協定はこのଞにも「デジタルへの関੫ې止」「ݸ人報などのデータは国境を越えて
移動͞せることができる」「コンピュータ関࿈設උを自国内に設ஔするཁٻのې止」「ιースコー
ドやアルゴリζムなどの開ࣔཁٻのې止」「SNSのサービスఏڙ者がଛഛঈ任から໔আ͞れ
る」といった߲がりࠐまれ，デジタルを通して日本人の資産をグローόルۀاにݶࡍなくച
り渡す協定なのであるɻ͞らに 2018年アメリカで成ཱした「クラウド法」によってアメリカ政
府はถ国内に本ڌ地を࣋つۀاに対し，国֎に保存しているデータであっても令ঢ়なしに開ࣔཁ
できるようになったɻこれでは中国の国Ո報法をඇできはしないɻٻ
スーパーシティߏの問題は，電ؾ・Ψス・水道といったインフラをどのۀ者に任せるのか，
トラブルがىきた時に୭が任を取るのか，ݸ人報が࿙Ӯするة険はないのかといった所にू
するɻこうしたةዧがある中で，「検ி法改正案」で大૽ぎしているど͞く͞の 2020年̑月
27日，わずか 11時間の審ٞのみで「改正国Ո戦ུಛ۠法（スーパーシティ法）」が成ཱしたɻ
2013年̒月 14日，「ಛ定ൿີ保護法案」で大૽ぎしていたӄで「国Ո戦ུಛ۠法案」が成ཱし
ているɻこうした法改正の中で小泉純一郎・竹中平ଂコンビが進めてきたඇ正規ޏ༻の֦大，市
町村合ซ，公務員減，子育てサービスのり捨てといった新自由主義は少子高齢化にഥंをか
けたɻまた，これから始まるݸ人報の中ԝू化，公務員減，公共サービスの民営化はかつ
てサッチャー元イΪリスट相のおՈܳでもあったɻあらゆる報を 5Gでつな͙スーパーシティ
化によってಘられる利ศ性よりも失われるものをもう一度考え直すඞཁにഭられているɻ
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